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日本企業の包括利益開示
甲南大学会計大学院　教授　中 西 倭 夫
1　はじめに
2011年３月31日に終了する事業年度の連結財務諸表の開示内容に新たに『包括利益』が
加わった。この結果財務諸表の体系が変更され、包括利益計算書が追加された。この計算
書は決算短信及び有価証券報告書に含まれる財務諸表で開示されるが、開示の焦点は損益
計算書で開示される当期純利益に追加する情報として利益と名のつく「包括利益」が開示
され、利益の金額が２つになったことである。包括利益は包括利益計算書の最終行（ボト
ムライン）に表示されるが少数株主に係る包括利益を含んだ金額であり、当期純利益が少
数株主損益を調整した後の親会社株主に係る金額となっているのと対照的である。連結財
務諸表を利用する場合、少数株主が存在するケースでは、包括利益の解釈と利用には十分
注意する必要がある。
包括利益の情報は投資関連の情報誌、例えば会社四季報でデータとして提供されている
が、当期純利益と対比できる親会社株主に係る包括利益情報は提供されていない。このよ
うな現状で実際の包括利益の開示の内容について、実体をまず分析し開示の問題点を明確
にしたいとの思いで分析をした。分析の対象は日本を代表する大企業31社の有価証券報告
書における連結財務諸表の開示とする。この31社はトピックス・コア30を構成する企業の
うち３月決算の28社、（日本基準17社、米国基準11社）と国際会計基準（IFRS）を採用す
る（３社）である。
2　実体分析
１　財務諸表の体系の変化
新しく包括利益の開示が始まったことにより有価証券報告書に開示されている財務諸表
の体系が変更された。具体的には従来の財務諸表に新たに包括利益計算書が加わった。こ
の追加開示により財務諸表の間のデータの相互関係も複雑になった。新旧の連結財務諸表
の体系についての比較を図表１に示した。
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図１　連結財務諸表の体系の新旧比較表
2011年３月31日前に終了する事業年度 2011年３月31日以降終了する事業年度
①貸借対照表 ①貸借対照表
②損益計算書 ②損益計算書
③包括利益計算書
③株主資本等計算書 ④株主資本等計算書
④キャッシュ・フロー計算書の4表構成 ⑤キャッシュ・フロー計算書の5表構成　（2計算書方式）
ただし②と③を１表にして「損益及び包括利益計
算書」として表示す方式（1計算書方式）も認めら
れている。
日本の会計基準採用17社すべてが採用している２計算書方式の場合、損益計算書の最終
行（ボトムライン）である当期純利益の２行上の『少数株主損益調整前当期純利益』が包
括利益計算書の最初の行と一致する。また包括利益計算書の『その他包括利益』の開示項
目は株主資本等変動計算書上の関連項目と同じ表題で開示されている。ただし企業会計基
準第25号第７項の定めにより「持分法を適用する被投資会社のその他包括利益に対する投
資会社の持分相当額は、一括して区分表示する」とされ該当事項があれば包括利益計算書
上は「持分法適用会社に対する持分相当額」として表示される。一方株主資本変動計算書
上の開示項目には「持分法適用会社に対する持分相当額」の項目はなく、開示されている
各項目の当期純変動額の一部を構成している。この結果「持分法適用会社に対する持分相
当額」の金額はその他包括利益の開示項目と株主資本等変動計算書の関連項目の不一致の
原因となる。なお2011年３月期の開示では差額についての注記等による調整はされてはい
ない。
一方米国の会計基準を採用している11社の場合、株主資本変動計算書1）（日本基準の株
主資本等変動計算書）上またはその注記により、その他包括利益累計額の項目とその他包
括利益の開示項目を一致させ、項目ごとに調整されている（図表４参照）。また IFRS を
採用している３社の包括利益開示項目は関連する持分変動計算書項目と調整しているが、
そのうちの１社はその他包括利益累計額全体でしか調整できない開示となっていた。なお
金融庁が公表している開示例2）は「持分法適用会社に対する持分相当額」を株主資本変動
計算書上も開示科目としているので、これに従えば差異は発生しない。
２　包括利益の定義と計算
包括利益は「ある企業の特定期間の財務諸表において認識された純資産の変動額のうち、
当該企業の純資産に対する持分所有者との直接的な取引によらない部分」（企業会計基準
第25号包括利益の表示に関する会計基準４項。）と定義されるが、その表示により純資産
と包括利益のクリーン・サープラス3）を満たすことになった。なお包括利益計算書の最終
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行（ボトムライン）である包括利益は次の式で計算する。
◆損益計算書：【少数株主損益調整前当期純利益】－【少数株主損益】＝【当期純利利益】
◆包括利益計算書：【少数株主損益調整前当期純利益】＋【その他の包括利益】＝【包括利益】
その他の包括利益は、貸借対照表の純資産の部に表示されている「その他の包括利益累
計額」（従来は「評価・換算差額」と表示）の当期変動額の内容を示す項目として計算・
開示されている。その他包括利益の各項目は税金の影響額を控除した金額でかつ、少数株
主に係るその他の包括利益を含んだ金額で開示されている。
この結果損益計算書上のボトムラインである当期純利益が少数株主損益を調整した後の
金額であるのに対して、包括利益計算書のボトムラインである包括利益は少数株主に帰属
する部分を調整する前の金額すなわち、少数株主に係る部分も含んだ金額が開示され、そ
の内訳として親会社株主に係る包括利益と少数株主に係る包括利益を示す形となっている。
当期純利益が親会社説で説明できるのに対して、包括利益は少数株主に係る部分を含む
企業全体持主に対する包括利益を表していることから、経済的単一体説の説明がなじむ。
この結果『利益』に関して、どちらの説によって説明しても統一的な理解が非常に難しい
状況が生じている。
また現状では日本基準においては、株主資本等変動計算書上の株主資本以外の項目は純
額表示のみであるため、その他包括利益累計額及び少数株主持分について項目別増減明細
は示されていない。表示されれば、包括利益計算書上のその他包括利益の表示項目と株主
資本等変動計算書上のその他包括利益累計額の項目毎の増減との調整が明確となる。なお
米国基準も IFRS もこれらの項目別増減明細を開示し調整可能な開示を実現している（図
表４参照）。
３　日本基準による包括利益計算書の表示項目と実態分析
日本基準の包括利益計算書は少数株主調整前当期純利益にその他包括利益を加減算して
包括利益を計算する様式となっている。なおその他包括利益は「その他有価証券評価差額
金」、「繰延ヘッジ損益」、「為替換算調整勘定」等貸借対照表の純資産の部の表示に合わせ
て区分するが、持分法適用会社がある場合、「持分法適用会社に対する持分相当額」とし
て表示することとなっている。
2011年３月31日に終了する事業年度の決算の実態分析の結果は図表２に示したとおりで
ある。この分析の対象は東京証券取引所のトッピックスコア30（2011年11月現在）を構成
する30の企業のうち日本基準で３月期決算の17社とした。分析の対象資料は各社の有価証
券報告書によった。読者の理解と金額の重要性を実感してもらうために、開示項目を標準
的な２計算書方式の包括利益計算書様式に17社が開示しているすべての項目ごとに合計し
た金額を17社で割って得た金額を記入して表にまとめた。前年度の数字は財務諸表の注記
に開示されているものをベースに同様に計算し集計表示した。
なお各項目から控除された税効果額の注記は来年度からであるが早期適用が可能とされ
ている。しかし調査対象会社で早期適用して注記している例は見当たらなかった。
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また包括利益に計上されたものが売却や評価損の計上等により実現し再度損益に計上さ
れるいわゆるリサイクルに対応する「組替調整額」の注記も来年度からで早期の適用が可
能となっているが、こちらも注記している企業はない。リサイクルは認められた基準であ
るがリサイクルが生じた場合にはその他包括利益の当期発生額が損益に振替えた額だけ控
除されて表示されるため、注記がなければ正しい状況判断ができないと推定される。
分析の結果を見ると海外子会社の年金債務調整額が計上されているが該当した会社は３
社であった。これは日本の会計基準では現在検討中の項目であり、このような開示を投資
家などの財務諸表の利用者が判断がどのように判断するか注目される。なお投資情報誌で
ある会社四季報最新号では【年金積立不足】のタイトルで純資産への影響額が先行開示さ
れているが、より信頼性の高い情報を提供するように促していると考えられる。
図２　包括利益計算書の分析
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４　その他包括利益が実現した場合のリサイクル
包括利益に計上されたものが再度損益に計上されるいわゆるリサイクル処理は認められ
た基準であるが、土地評価差額金について売却等により損益が実現した場合は例外的に利
益剰余金に直接振替えることが定められている。この処理では未実現利益の実現額を次の
ように仕訳処理することが考えられる。
（借方）　土地再評価差額金　　　　　（貸方）利益剰余金
（利益剰余金への振替）　×××　　　（土地評価差額金から振替）　×××
この仕訳は純資産の増減に影響しない、単なる科目振替であり当期純利益、包括利益の
どちらにも影響が生じない。すなわちリサイクルをしない処理となっている。
リサイクルの発生と「組替調整額について以下に説明をする。
◆リサイクル：
　 その他の包括利益に含められた項目が再度当期純利益計上されることをいい包括利益計
算書上はその他包括利益の当期純利益への組替調整額として注記される。
◆発生のパターン：
①  その他有価証券評価差額金は売却によるその他有価証券売却益の計上、その他有価
証券評価損の認識
② 為替換算調整勘定は子会社・関連会社株式売却により損益認識された金額
③ 繰延ヘッジ損益はヘッジ対象に係る損益の認識に伴い損益認識された金額
などが考えられる。
調査対象企業のうち１社（IFRS 適用会社）はリサイクルをしない処理を適用している。
この場合はリサイクル対象の項目は損益計算書を経過せずに利益の場合は直接利益剰余金
の増加とし、同額をその他包括利益累計額の減少として処理する結果、純資産の増減は生
じない。これは日本基準における土地再評価差額金の取扱と同じ仕組みである。
５　有価証券報告書のサマリー情報と包括利益
有価証券報告書における主要な経営指標等の開示は、有価証券報告書の中表紙の次の
ページに「第１【企業の概況】１【主な経営指標等の推移】⑴連結経営指標等」の表題で
主要な経営指標等として売上高、経常利益、当期純利益、包括利益、純資産、総資産、１
株当たり純資産、１株当たり当期純利益金額等が５年間の比較形式の情報として開示され
ている。このうち包括利益の開示は平成23年３月期から開示がスタートしたことを反映し
て、当期１年のみの開示となっている。ちなみに米国基準採用では３年間の開示が１社で
残り10社はすべて５年間の開示をしている。一方 IFRS 採用する２社が３年の開示を行っ
ているが、米国基準から変更した１社は２年の開示をしている。ただしこの企業のは、米
国基準で５年間すべての項目の開示を行った上に追加で、２年間は IFRS に準拠した開示
している。有価証券報告書利用者の利便性を考えるならば日本基準の場合も２年間の開示
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はすべきであったと考える。
日本基準では包括利益の欄で開示されているデータは少数株主に係る包括利益を含めた
金額であるが、米国基準及び IFRS では開示内容にばらつきがあるので「図表３　主な経
営指標における包括利益の開示」として現状をまとめた。ここから読み取れるのはこの開
示がすべて日本を代表する大企業の連結財務データでありながら、サマリー情報を、親会
社の株主の立場で首尾一貫させるのか、項目ごとに親会社の立場と企業の立場を切り替え
るのか明確にできていない状況になっていることである。海外の投資家等の財務諸表の利
用者の立場からみると大変不思議な連結財務データの多様性と映るであろう。
図3　主な経営指標における包括利益の開示
採用会計基準
少数株主（非支配持分）を含む
包括利益 親会社株主に帰属する包括利益
会社数 主なタイトル表示 会社数 主なタイトル表示
日本 17 包括利益 0 該当なし
米国 3 包括利益（△損失） 8
・当社株主に帰属する当期包括利益又
は当期包括損失（△）
・当社株主に帰属する包括利益
・当社に帰属する包括利益
・包括損益（会社名に帰属）
IFRS（注） 2 包括利益（全事業）当期包括利益 1 当期包括利益（親会社の所有者に帰属）
注　IFRS の開示の3社のうち１社は少数株主がいないが表示上は非支配持分を含む包括利益と見做して分類した。
６　米国会計基準を採用する日本企業の包括利益の開示
東京証券取引所のトッピックスコア30を構成する企業のうち12社（40％）は米国の会計
基準を採用している。このうち３月決算の企業11社について2011年３月31日終了事業年度
の包括利益の開示状況について分析した。
米国基準は包括利益の開示について３つの方法を認めている4）が、①株主資本変動計算
書の中で包括利益を表示している企業が８社、②損益計算書とは別に包括利益計算書を作
成・開示している企業が２社、③損益及び包括利益計算書として作成・開示している企業
が１社であった。ただし②および③の方式採用企業についても、すべてその他包括利益項
目別明細と株主資本変動計算書表示項目と調整ができた。この結果をもとに米国基準採用
企業がすべて株主資本変動計算書形式で開示したと仮定してデータを集計・平均して図表
４『米国基準採用企業の株主資本変動計算書』を作成した。この表では包括利益項目を法
人所得税控除後の金額で計上している。ただし法人税所得税に関連する詳細情報は財務諸
表の注記に開示されている。またこの図表を日本基準の株主資本等変動計算書と比較する
と一番大きな違いは非支配持分（日本基準では少数株主持分）の増減がその他包括利益の
開示項目を含む詳細な項目別に開示されていることである。財務諸表の利用者はこの開示
により容易に包括利益と包括利益累計額を調整できクリーン・サープラスが満たされてい
ることが確認できる状況である。なお分析した限りでは「持分法適用会社に対する持分相
当額」の開示はされていない。この結果包括利益と株主資本変動計算書の調整は完璧にで
きる状況であり、財務諸表利用者が分析しやすい開示となっている。
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図４　米国基準採用企業の株主資本変動計算書に開示された包括利益
７　国際会計基準（IFRS）を採用する日本企業の包括利益の開示
2010年３月期より IFRS による財務諸表の作成が認められ、2011年３月期では３社が
IFRS による連結財務諸表を作成している。そこでトッピクス・コア30を構成する会社で
はないが、日本基準及び米国基準での包括利益の開示と対比する形でこれら３社について
分析した。分析の結果は「図表５　国際会計基準（IFRS）採用企業の包括利益計算書」に
まとめている。IFRS ではその他包括利益には「包括利益持分法適用関連会社のその他の
包括利益持分」の独立表示が要求されているため日本基準と同様の分析項目となっている。
ただし開示方法は非支配持分を含んだ法人所得税控除前の包括利益項目を表示し、損益計
算書と同じようにその他包括利益に対する法人所得税を一括表示する形式によっている。
包括利益計算書のその他包括利益の項目表示内容と株主資本変動計算書上のその他の資本
構成要素（または累積その他包括利益）の詳細な項目開示（注記による開示も含む）との
調整の状況は３社とも異なっている。すなわち① 米国の主流である株主資本変動計算書
と同様の様式すなわち横軸に資本の構成項目、縦軸に変動の発生原因を記載する方式によ
り完全に調整できているもの
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② ①と同様の様式であるが変動の発生原因をその他包括利益１行で表示しているため
項目別の調整は困難なもの
③ 日本基準と同じ資本項目と増減発生原因を縦軸に並べ、横軸に年度表示する様式に
注記を加えてその他の資本構成要素の項目別に期首、増減、期末の調整をする方式である
が項目別の非支配持分の変動が明示されていないためその他資本構成要素合計での調整の
み確認できるもの
となっていて完全な調整を保証できていないのが現状である。
図５　国際会計基準（IFRS）採用企業の包括利益計算書
3　まとめ
日本の大企業の包括利益情報は連結財務諸表のみの開示であるが、準拠する会計基準が
日本基準、米国基準、IFRS と分かれていて多様な様式が混在している状況にある。なか
でも今年から開始された日本基準の場合、注記がないことや株主資本等変動計算書上での
項目別開示が株主資本を除いては純額表示のため包括利益計算書との調整が財務諸表だけ
ではできない状況など当年度に限ってみると不十分な開示となっている。一方米国基準で
の主流の開示では株主資本等変動計算書の項目に対する増減を包括利益が明示される表形
式で作成の上、注記で税効果の開示も行う方式になっている。IFRS の場合も原則は米国
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基準と同じであるので、日本基準の開示が非常に遅れているとの誤解を招くのではと危惧
される。連結財務情報のサマリー開示についても包括利益の欄の内容がバラついているた
め、会計基準の違いを超えた統一が図られることが望まれる。なお包括利益の開示要求を
すべて充たすには、株主資本等変動計算書の株主資本以外の項目の詳細な増減が必要とな
るので、これらの増減項目を独立した連結科目とした連結精算表の様式を開発し、連結修
正仕訳を適切な科目で作成し、連結精算表に転記集計する対応が必要となる。この点を考
慮して現状の連結実務を再度検討することが制度のスムーズな運用に不可欠であると考え
られる。
【注】
１） 米国基準の株主資本等変動計算書のタイトルは各社各様で株主資本変動計算書、株主
資本勘定計算書、株主資本勘定増減表、株主資本持分計算書、資本勘定計算書、資本
勘定変動表、資本変動表、純資産計算書の８つもの異なる表記がなされている。
２） 「国際会計基準に基づく連結財務諸表の開示例」金融庁ホームパージ公表（2009年12
月18日）の７ページ連結持分変動計算書のひな形で「持分法によるその他の包括利益」
を独立した項目として扱っている。日本基準では独立していないが独立した項目とす
れば常に調整が実現できることとなる。
３） クリーンサープラスとはある期間における資本の増減（資本取引による増減を除く）
が当該期間の利益と等しくなる関係をいう（企業会計基準第25号包括利益の表示に関
する会計基準第21項注記）
４）中央青山監査法人『アメリカの会計原則』、2005年304頁。
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